
開催セミナーのご案内    

各種相談受け付けております。 
“ワンストップ相談会”毎週金曜日 TEL 0258-36-2685 （要事前予約） 
個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 阿部・中山 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

 
・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 
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利⽤ 

譲渡(500万円以下) 

都市計画区域内 

親族間譲渡は除く 

https://www.3d-m.jp/contact/others/
mailto:pro@3d-m.jp
https://www.3d-m.jp/
低未利用地とは、居住の用、事業の用その他の用途に供されておらず、又はその利用の程度が周辺の地域における同一の用途若しくはこれに類する用途に供されている土地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる土地をいいます。

この控除を受けるためには、以下の要件を満たす必要があります。
・売主が個人であること
・親族間譲渡ではないこと
・売却価格が500万円以下(低未利用地の上にある建物等の価格も併せて)であること
・譲渡する年の1月1日において土地の所有期間が5年を超えていること
・その低未利用地が都市計画区域内に所在すること。
・その土地が低未利用地であったこと及び譲渡後の土地の利用に関して市区町村の長の確認した書類が確定申告書に添付されていること。

NAKAYAMA
ノート注釈
NAKAYAMA : Accepted

NAKAYAMA
ノート注釈
NAKAYAMA : None

NAKAYAMA
ノート注釈
NAKAYAMA : Rejected

一定の低未利用土地等を譲渡した場合に、所得税の長期譲渡所得から100万円を控除し、税額にして最大20万円の減税となります。適用期間は令和2年7月1日から令和4年12月31日までの間に譲渡を行った場合に適用されます。





